
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
【財政力指数】
  町内基幹産業は農業であり、財政力指数の増減はあまりないが、平成１９年度では昨年度と比較して0.02上回る結果となった。平成１７年度から全職
員による町税の滞納整理を実施し一定の成果（H18徴収率92.5、H19徴収率93.2）をあげているが、今後も滞納額圧縮に努め財政基盤の強化を図る。
さらに、農産業の活性化や企業誘致等の検討を進め税収の増を目指すと共に八千代町行財政集中改革プランに基づき徹底した経費削減をし、健全
財政を目指す。
【経常収支比率】
  昨年度決算と比較して地方譲与税が184百万円、普通交付税が66百万円などが減少したが、税源移譲により地方税が285百万円増加したため経常
一般財源の歳入は4百万円の増となった。一方、歳出面でも職員数の削減による人件費の減28百万円、繰出金の減84百万円などにより、４年ぶりに
2.7%減と減少に転じ、類似団体の平均値も下回った。今後も、行財政集中改革プランに基づいた更なる経常経費の削減（H21までに事務事業22百万
円，町単独補助金11百万円等)に加え、さらなる地方債発行の抑制に努め、財政運営において弾力性の改善を図る。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
  人件費については旧来からの給与体系により類似団体平均より低水準にある。物件費についても毎年予算要求の段階で５～１５％減を実施してお
り必要最低限の経費に抑えている。類似団体との比較でも最小限の経費に抑えられている。しかしながら、逼迫した財政状況を考慮し、今後も更なる
経費削減に努める。
【ラスパイレス指数】
   旧来からの給与体系により類似団体平均より低水準にある。さらに人件費の抑制のため特別職の給料を20%～10%削減及び管理職手当を30%～10%
削減し、時間外手当についても時差出勤制度等の導入により削減を図り、引き続き給与の縮減に努める。

【人口１人当たり地方債現在高】
  過去からの地方債発行の抑制に加え、平成１３，１４年度に行った高利率の地方債の繰上償還（約2億円）により類似団体を下回っている。しかしなが
ら、特別会計や一部事務組合の地方債残高も含めた総合的な観点から地方債現在高の減少に努める。集中改革プランでは、普通会計ベースで、臨時
財政対策債を含めて年間４億円の発行に段階的に縮小することとなっている。
【実質公債費比率】
  過去からの地方債発行の抑制に加え、平成１３，１４年度に行った高利率の地方債の繰上償還（約2億円）により類似団体を下回っている。しかしなが
ら、元金償還が始まった事業も多く、昨年度と比較して1.7ポイント上昇しているため、今後も、八千代町総合計画を基に真に必要な事業のみを実施する
とともに、特別会計や一部事務組合の地方債発行にも注意を配りながら、総合的な観点から地方債依存度の減少に努める。
【人口1,000人当たり職員数】
  これまでも職員数の抑制を図っており、類似団体と比較しても少ない職員数で行政運営を行っている。職員数については平成１７年度を初年度とし平成
２７年度当初までの１０年間で、定年退職、勧奨退職及び専門職員の採用等で１５％（３０人）、職員人件費は１０年間で１１億６百万円の削減を目標とす
る。


